
 平 成 ２ ８ 年 度  第 ２ 回 
工 事 担 任 者 試 験 問 題  種

別 
 Ａ   Ｉ  

 Ｄ  Ｄ 総  合  種          
 

注  意  事  項  

１  試験開始時刻        ９時３０分 

２  試験科目数別終了時刻 
 試 験 科 目 基礎又は法規 技術のみ 基礎と法規 基礎（又は法規）と技術 全 科 目 

 科  目  数 １ 科 目 １ 科 目 ２ 科 目 ２ 科 目 ３ 科 目 

 終 了 時 刻 １ ０ 時 １ ０ 分 １ ０ 時 ５ ０ 分 １ １ 時 ３ ０ 分 １ ２ 時 １ ０ 分 

３  試験科目別の問題番号ごとの解答数及び試験問題ページ  
 

科    目 
  問 題 番 号 ご と の 解 答 数   試験問題 

ページ  第 1 問 第 2 問 第 3 問 第 4 問 第 5 問 第 6 問 第 7 問 第 8 問 第 9 問 第 10 問 

 電 気 通 信 技 術 の 基 礎 ４   ５   ４  ４  ５  ― ― ― ― ― Ｎ － 1 ～  6 

 端末設備の接続のための技術及び理論 ５   ５   ５    ５   ５   ５  ５  ５   ５  ５  Ｎ － 7 ～ 18 

 端末設備の接続に関する法規 ５   ５   ５   ５  ５  ― ― ― ― ― Ｎ －19 ～ 26 

４  受験番号等の記入とマークの仕方 

(１)  マークシート（解答用紙）にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。 

(２)  受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。  

(３)  生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の「０」もマークしてください。 

[記入例]  受験番号  ０１N９２１１２３４                生年月日  昭和５０年３月１日 

           

受　　験　　番　　号

000000000

111111111

22222222

3333333

444444

55555

6 6666

77 7777

8

9

888

999

88

99

5

6

Ｎ

4

5

6

7

8

9
             

生　年　月　日

000000

111111

22222

33333

4444

5555

66 66

777

9

8 8 8

99

年 号

年 月 日

昭
和

平
成

Ｈ

  
５  答案作成上の注意 

(１)  解答は、別に配付するマークシート（解答用紙）の該当欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆（ＨＢ又はＢ）

で濃く塗りつぶしてください。 
① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されませんので、使用しないでください。 

② 一つの問いに対する解答は一つだけです。二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。 

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。 

(２)  免除の科目がある場合は、その科目欄は記入しないでください。 

(３)  試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。 

６  合格点及び問題に対する配点 

(１)  各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。 

(２)  各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。 

マークシート（解答用紙）は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。 
 

 

受 験 番 号 

（ 控  え ） 

（今後の問い合わせなどに必要になります。） 

 

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。 

解答の公表は 11 月 30 日 10 時以降の予定です。 
合否の検索は 12 月 19 日 14 時以降可能の予定です。 
 



Ｎ－1

電気通信技術の基礎

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１に示す回路において、抵抗Ｒ に流れる電流Ｉは、 (ア) アンペアである。ただし、４

電池の内部抵抗は無視するものとする。 (５点)

① ５ ② ６ ③ ９ ④ １０ ⑤ １５

図１

(２) 図２に示す回路において、端子ａ－ｄ間に (イ) ボルトの交流電圧を加えると、端子

ａ－ｂ間には９ボルト、端子ｂ－ｃ間には１０ボルト、端子ｃ－ｄ間には２２ボルトの電圧が

現れる。 (５点)

① １０ ② １２ ③ １５ ④ １８ ⑤ ２０

図２

(３) 電磁誘導によって巻数Ｎのコイルに生ずる誘導起電力ｅは、コイルを貫く磁束Φの時間ｔと

ΔΦ ΔΦともに変化する割合を とすれば、ｅ＝ (ウ) × の関係式で表される。 (５点)Δｔ Δｔ

１ １ ２① ② ③ Ｎ ④ Ｎ ⑤ ＮＮ ２Ｎ２

１(４) 正弦波交流の電圧において、実効値は (エ) の 倍である。 (５点)２

① Ｐ－Ｐ値 ② 最小値 ③ 平均値 ④ 皮相値 ⑤ 最大値

Ｒ１＝８ Ω Ｒ２＝６ Ω

Ｅ＝９０ Ｖ Ｒ４＝３ Ω

Ｒ３＝１０ Ω

I

ｄａ

Ｒ
ｂ ｃ

ＸＣＸＬ



Ｎ－2

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 半導体中の自由電子又は正孔に濃度差があるとき、自由電子又は正孔が濃度の高い方から低

い方に移動する現象は、 (ア) といわれる。 (４点)

① 拡 散 ② 整 合 ③ イオン化 ④ 再結合 ⑤ 帰 還

Ｉ(２) 図１に示すトランジスタ増幅回路において、ベース－エミッタ間に正弦波の入力信号電圧Ｖ

を加えたとき、コレクタ電流 Ｉ が図２に示すように変化した。Ｉ とコレクタ－エミッタ間Ｃ Ｃ

の電圧Ｖ との関係が図３に示すように表されるとき、Ｖ の振幅を１００ミリボルトとすれＣＥ Ｉ

ば、電圧増幅度は、 (イ) である。 (４点)

① ２０ ② ３０ ③ ４０ ④ ５０ ⑤ ６０

(３) 半導体光素子について述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。 (４点)

Ａ アバランシホトダイオードは、電子なだれ増倍現象による電流増幅作用を利用した発光素

子であり、光増幅器などに用いられる。

Ｂ ＰＩＮホトダイオードは、３層構造の受光素子であり、電流増幅作用は持たないが、アバ

ランシホトダイオードと比較して動作電圧が低い。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) ＭＯＳ形電界効果トランジスタについて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (４点)

Ａ ＭＯＳ形電界効果トランジスタは、ドレイン－ソース間を流れる電流をゲート電圧の変化

により制御できるので電圧制御素子といわれる。

Ｂ ＭＯＳ形電界効果トランジスタには、ゲート電圧を加えなくてもチャネルが形成されるデ

プレション形と、ゲート電圧を加えなければチャネルが形成されないエンハンスメント形が

ある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) トランジスタの静特性の一つである出力特性は、エミッタ接地方式において、ベース電流

Ｉ を一定に保ったときのコレクタ電流Ｉ と (オ) との関係を示したものである。(４点)Ｂ Ｃ

ＢＣ ＣＥ① ベース－コレクタ間の電圧Ｖ ② コレクタ－エミッタ間の電圧Ｖ

ＢＥ③ エミッタ電流Ｉ ④ ベース－エミッタ間の電圧ＶＥ

図２ 図３図１

～
Ｖ １

２

３

４

０
時間

１

２

３

４

０
２ ４ ６ ８

Ｖ 〔Ｖ〕

Ｖ

Ｉ

８〔Ｖ〕

Ｉ
ＣＥ

ＣＥ

Ｃ

Ｉ

Ｒ ＩＣ



Ｎ－3

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 表に示す２進数のＸ 、Ｘ を用いて、計算式(乗算)Ｘ ＝ Ｘ ×Ｘ からＸ を求め、２進数１ ２ ０ １ ２ ０

で表示し、Ｘ の先頭から(左から)２番目と３番目と４番目の数字を順に並べると、 (ア)０

である。 (５点)

① ００１ ② ０１０ ③ ０１１ ④ １００ ⑤ １０１

２進数

Ｘ ＝ １１０１０１

Ｘ ＝ １１０１２

(２) 図１に示す論理回路において、Ｍの論理素子が (イ) であるとき、入力ａ及びｂと出力ｃ

との関係は、図２で示される。 (５点)

図１

図２

入力ｂ
入力ａ

出力ｃＭ
a

b

c

1

0

1

1

0

0

入力

出力

① ③ ④ ⑤②



Ｎ－4

(３) 図３に示す論理回路は、ＮＡＮＤゲートによるフリップフロップ回路である。入力ａ及び

ｂに図４に示す入力がある場合、図３の出力ｄは、図４の出力のうち (ウ) である。

(５点)

① ｄ１ ② ｄ２ ③ ｄ３ ④ ｄ４ ⑤ ｄ５ ⑥ ｄ６

図３

図４

(４) 次の論理関数Ｘは、ブール代数の公式等を利用して変形し、簡単にすると、 (エ) になる。

(５点)

Ｘ ＝ (Ａ＋Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｃ＋Ｂ･Ｃ)･(Ａ＋Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｃ＋Ｂ･Ｃ)

① ０ ② １ ③ Ａ･Ｂ ④ Ｂ･Ｃ ⑤ Ａ･Ｂ･Ｃ

a

b

d1

d2

d3

d4

d5

1

0

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

入力

出力

d6
1

0

入力ａ
出力ｃ入力ｂ

出力 d



Ｎ－5

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１において、電気通信回線への入力電圧が (ア) ミリボルト、その伝送損失が１キロ

メートル当たり０.９デシベル、増幅器の利得が３８デシベルのとき、電圧計の読みは、４５０

ミリボルトである。ただし、変成器は理想的なものとし、電気通信回線及び増幅器の入出力イ

ンピーダンスは全て同一値で、各部は整合しているものとする。 (５点)

① ２.７ ② ３.９ ③ ２７ ④ ３９ ⑤ ６６

(２) 伝送損失について述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (５点)

Ａ 平衡対ケーブルにおいては、心線導体間の間隔を大きくすると伝送損失が増加する。

Ｂ 同軸ケーブルは、一般的に使用される周波数帯において信号の周波数が４倍になると、そ

の伝送損失は、約２倍になる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 図２に示すアナログ方式の伝送路において、受端のインピーダンスＺに加わる信号電力が

２５ミリワットで、同じ伝送路の無信号時の雑音電力が０.０２５ミリワットであるとき、この

伝送路の受端におけるＳＮ比は、 (ウ) デシベルである。 (５点)

① １０ ② １５ ③ ２０ ④ ３０ ⑤ ６０

(４) 伝送回路の入力と出力の信号電圧が比例関係にないために生ずる信号のひずみは、 (エ)

ひずみといわれる。 (５点)

① 群遅延 ② 波 形 ③ 非直線 ④ 位 相 ⑤ 減 衰

電圧計

図１ ３：５

発振器 電気通信回線

巻線比 終端抵抗

変成器

Ｖ
増
幅
器

２０ kｍ

信号電力

受端送端

信
号
源

信 号 時 Ｚ

Ｚ

25

mＷ0.025

雑音電力
無信号時 ＺＺ

図２

0

0

mＷ



Ｎ－6

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) デジタル信号の変調などについて述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (４点)

Ａ 同一の変調方式を用いてデジタル信号を伝送する場合、送信されるデジタル信号の速度が

速くなるに伴い、伝送に必要な周波数帯域幅は広くなる。

Ｂ ＱＰＳＫの信号点は、信号点配置図上でそれぞれ異なる位相を持つ四つの点で表される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) デジタル移動通信などにおける多元接続方式の一つであり、各ユーザに異なる符号を割り当

て、スペクトル拡散技術を用いることにより一つの伝送路を複数のユーザで共用する方式は、

(イ) といわれる。 (４点)

① ＴＤＭＡ ② ＳＤＭＡ ③ ＯＦＤＭＡ ④ ＦＤＭＡ ⑤ ＣＤＭＡ

(３) ＰＣＭ伝送の受信側では、伝送されてきたパルス列から、サンプリング間隔で各パルス符号
１に対応するレベルの信号を生成し、サンプリング周波数の を遮断周波数とする (ウ)２

フィルタを通して元のアナログ信号を再生している。 (４点)

① 高域通過 ② 低域通過 ③ 帯域通過 ④ 帯域阻止

(４) 伝送速度が６４キロビット／秒の回線において、１００秒間のビットエラーを測定したとこ

ろ、特定の２秒間に集中して発生し、その２秒間の合計のビットエラーは６４０個となった。

このときの％ＥＳの値は、 (エ) パーセントとなる。 (４点)

① ０ ② ０.０１ ③ １ ④ ２ ⑤ ６.４

(５) 光中継伝送システムに用いられる再生中継器には、中継区間における信号の減衰、伝送途中

で発生する雑音、ひずみなどにより劣化した信号波形を再生中継するための (オ) 、タイ

ミング抽出及び識別再生の機能が必要であり、これら三つの機能は３Ｒ機能といわれる。

(４点)

① 位相検波 ② 強度変調 ③ 光合分波 ④ 等化増幅 ⑤ 波長多重



Ｎ－7

端末設備の接続のための技術及び理論

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＤＥＣＴ方式を参考にしたＡＲＩＢ ＳＴＤ－Ｔ１０１に準拠したデジタルコードレス電話の

標準システムは、親機、子機及び中継機から構成されており、同一構内における混信防止のた

め、 (ア) を自動的に送信又は受信する機能を有している。 (２点)

① ＡＣＫ信号 ② トランザクション番号 ③ ＩＰパケット

④ 識別符号 ⑤ ＲＴＳ／ＣＴＳ信号

(２) デジタル式ＰＢＸの時間スイッチについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ 時間スイッチは、入ハイウェイ上のタイムスロットを、出ハイウェイ上の任意のタイムス

ロットに入れ替えるスイッチである。

Ｂ 時間スイッチにおける通話メモリには、入ハイウェイ上の各タイムスロットの音声信号な

どが記憶される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ダイヤルイン方式を利用するデジタル式ＰＢＸの夜間閉塞について述べた次の二つの記述は、

(ウ) 。 (２点)

Ａ 夜間閉塞を開始すると、電気通信事業者の交換機からの呼は、一般の電話に着信する場合

と同様の接続シーケンスにより、夜間受付用電話機に着信する。

Ｂ 夜間閉塞機能を利用するためには、夜間閉塞制御用として着信専用回線を各代表群別に設

置し、電気通信事業者の交換機に対してＬ１線に地気を送出する必要がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースで用いられるデジタル回線終端装置において、

網からの遠隔給電による起動及び停止の手順が適用される場合、デジタル回線終端装置は、

(エ) 極性のときに起動する。 (２点)

① Ｌ１線がＬ２線に対して正電位となるノーマル

② Ｌ２線がＬ１線に対して正電位となるノーマル

③ Ｌ１線がＬ２線に対して正電位となるリバース

④ Ｌ２線がＬ１線に対して正電位となるリバース

(５) 通信機器は、周辺装置から発生する電磁ノイズの影響を受けることがある。ＪＩＳ Ｃ

６００５０－１６１：１９９７ＥＭＣに関するＩＥＶ用語において、電磁妨害が存在する環境

で、機器、装置又はシステムが性能低下せずに動作することができる能力は、 (オ) と

規定されている。 (２点)

① 電磁感受性 ② イミュニティ ③ 妨害電磁界強度

④ 電磁遮蔽 ⑤ エミッション



Ｎ－8

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。ただし、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (小計１０点)

(１) ＧＥ－ＰＯＮシステムについて述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ ＧＥ－ＰＯＮシステムは、転送フレーム形式にイーサネットフレームを用いた光アクセス

ネットワークであり、ＯＬＴとＯＮＵとの間において、給電が必要な能動素子で構成される、

一般に、ＲＴといわれる多重化装置を用いて光信号を合・分波し、１台のＯＬＴに複数の

ＯＮＵが接続される。

Ｂ ＧＥ－ＰＯＮの上り信号は合波されるため、各ＯＮＵからの上り信号が衝突しないよう

ＯＬＴが各ＯＮＵに対して送信許可を通知することにより、上り信号を時間的に分離して衝

突を回避している。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＩＥＥＥ８０２.３ａｔ Ｔｙｐｅ１及びＴｙｐｅ２として標準化されたＰｏＥ規格について

述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (イ) である。 (２点)

① ＩＥＥＥ８０２.３ａｔには、ＩＥＥＥ８０２.３ａｆの規格がＴｙｐｅ１として

含まれている。

② Ｔｙｐｅ２の規格で使用できるＵＴＰケーブルには、カテゴリ５ｅ以上の性能が

求められる。

③ Ｔｙｐｅ２の規格では、ＰＳＥの１ポート当たり、直流５０～５７ボルトの範囲

で最大８０.０ワットの電力を、ＰＳＥからＰＤに給電することができる。

④ １０００ＢＡＳＥ－Ｔでは、４対全てを信号対として使用しており、信号対のうち

ピン番号が１番、２番のペアと３番、６番のペアを給電に使用する方式はオルタナ

ティブＡといわれる。

⑤ １０ＢＡＳＥ－Ｔや１００ＢＡＳＥ－ＴＸにおいて空き対であるピン番号が４番、

５番のペアと７番、８番のペアを給電に使用する方式は、オルタナティブＢといわれる。

(３) ＳＩＰサーバの構成要素のうち、ユーザエージェントクライアント(ＵＡＣ)の登録を受け付

ける機能を持つものは (ウ) といわれる。 (２点)

① ロケーションサーバ ② プロキシサーバ ③ リダイレクトサーバ

④ レジストラ ⑤ ＳＩＰアプリケーションサーバ

(４) ＩＰ－ＰＢＸの (エ) といわれるサービス機能を用いると、内線番号Ａを持つ者が自席

を不在にするとき、自席の内線電話機で、 (エ) 用のアクセスコードをダイヤルし、行先

の内線番号Ｂを登録しておくと、以降、この内線番号Ａへの着信呼が、登録された行先の内線

番号Ｂへ転送される。 (２点)

① 話中転送 ② コールホールド ③ コールパーク

④ 可変不在転送 ⑤ コールバックトランスファ

(５) ＩＥＥＥ８０２.１１標準の無線ＬＡＮの特徴などについて述べた次の二つの記述は、

(オ) 。 (２点)

Ａ 無線ＬＡＮの機器には、２.４ＧＨz帯と５ＧＨz帯の両方の周波数帯域で使用できるデュ

アルバンド対応のデバイスが組み込まれたものがある。

Ｂ 無線ＬＡＮで用いられている変調方式には、スペクトル拡散変調方式やＯＦＤＭ(直交周

波数分割多重)方式がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける参照点について述べた次の二つの記述は、

(ア) 。 (２点)

Ａ Ｓ点は、ＮＴ１とＮＴ２の間に位置し、主に電気的・物理的な網機能について規定されて

いる。

Ｂ Ｒ点は、アナログ端末などの非ＩＳＤＮ端末を接続するために規定されており、ＴＡを介

して網に接続される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) １.５メガビット／秒方式のＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタフェースを用いた通信の特

徴などについて述べた次の記述のうち、正しいものは、 (イ) である。 (２点)

① 最大８台までの端末を接続できる。

② 最大２回線の電話回線として利用できる。

③ ＤＳＵに接続される端末(ルータなど)には、ＢＲＩカードを必要とする。

④ 伝送路符号として、Ｂ８ＺＳ符号を用いている。

⑤ Ｄチャネル競合制御手順を有している。

(３) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおいて、ＮＴからＴＥ及びＴＥからＮＴへ伝送さ

れる４８ビット長のフレームは、 (ウ) マイクロ秒の周期で繰り返し伝送される。 (２点)

① １２５ ② １９２ ③ ２５０ ④ ３８４ ⑤ ５１２

(４) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける非確認形情報転送手順について述べた次の

二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ 非確認形情報転送手順は、ポイント・ツー・ポイントデータリンク及びポイント・ツー・

マルチポイントデータリンクのどちらにも適用可能である。

Ｂ 非確認形情報転送手順では、情報フレームの転送時に、誤り制御及びフロー制御は行われ

ない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおけるレイヤ３のメッセージの共通部は、全ての

メッセージに共通に含まれており、大別して、 (オ) 、呼番号及びメッセージ種別の３要

素から構成されている。 (２点)

① 送信元アドレス ② ユーザ情報 ③ 宛先アドレス

④ 情報要素識別子 ⑤ プロトコル識別子
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第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。ただし、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (小計１０点)

(１) ＩＥＥＥ８０２.３で規定されたイーサネットのフレームフォーマットを用いてフレームを

送信する場合は、受信側に受信準備をさせるなどの目的で、フレーム本体ではない信号を最初

に送信する。これは (ア) といわれ、７バイトで構成され、１０１０１０１０のビットパ

ターンが７回繰り返される。受信側は (ア) を受信中に受信タイミングの調整などを行う。

(２点)

① ＳＦＤ ② ＤＡ ③ ＳＡ ④ Ｐｒｅａｍｂｌｅ ⑤ ＦＣＳ

(２) １００ＢＡＳＥ－ＦＸでは、送信するデータに対して４Ｂ／５Ｂといわれるデータ符号化を

行った後、 (イ) といわれる方式で信号を符号化する。 (イ) は、図に示すように

２値符号でビット値１が発生するごとに信号レベルが低レベルから高レベルへ又は高レベルか

ら低レベルへと遷移する符号化方式である。 (２点)

① ＭＬＴ－３ ② ＡＭＩ ③ ＮＲＺ

④ ＮＲＺＩ ⑤ Ｍａｎｃｈｅｓｔｅｒ

(３) ＩＰｖ６アドレスは１２８ビットで構成され、マルチキャストアドレスは、１２８ビット列

のうちの (ウ) が全て１である。 (２点)

① 下位８ビット ② 上位８ビット ③ 下位１６ビット

④ 上位１６ビット ⑤ 下位３２ビット ⑥ 上位３２ビット

(４) ＩＰｖ６ネットワークで転送されるパケットの分割処理などについて述べた次の二つの記述

は、 (エ) 。 (２点)

Ａ ＩＰｖ６ネットワークでは、送信しようとしたパケットがリンクＭＴＵ値より大きいため

送信できない場合などに、パケットサイズ過大(Packet Too Big)を示すＩＣＭＰｖ６のエラー

メッセージがパケットの送信元に返される。

Ｂ ＩＰｖ６ネットワークのパケット転送においては、送信元ノードのみがパケットを分割す

ることができ、中継ノードはパケットを分割しないで転送するため、パスＭＴＵ探索機能に

より、あらかじめ送信先ノードまでの間で転送可能なパケットの最大長を検出する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

入力

出力

高レベル

低レベル

１ ０ ０ １ ０ １ ０ １
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(５) 光アクセスネットワークの設備構成のうち、電気通信事業者の設備から配線された光ファイ

バ回線を分岐することなく、電気通信事業者側とユーザ側に設置されたメディアコンバータな

どとの間を１対１で接続する構成は、 (オ) といわれる。 (２点)

① ＰＤＳ ② ＡＤＳ ③ ＨＤＳＬ ④ ＨＦＣ ⑤ ＳＳ

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) 公衆交換電話網(ＰＳＴＮ)において一つの呼の接続が完了するためには、一般に、複数の交

換機で出線選択を繰り返す。生起呼がどこかの交換機で出線全話中に遭遇する確率、すなわち、

総合呼損率は、各交換機における出線選択時の呼損率が十分小さければ、各交換機の呼損率の

(ア) にほぼ等しい。 (２点)

① 最小値 ② 積 ③ 平均値 ④ 和 ⑤ 最大値

(２) 即時式完全線群のトラヒックについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ ある回線群において、加わった呼量をａアーラン、そのときの呼損率をＢとすると、この

回線群で運ばれた呼量は、ａ(１－Ｂ)アーランで表される。

Ｂ ある回線群において、１２０分間に運ばれた呼数が６０呼、その平均回線保留時間が８０

秒であったとき、この回線群で運ばれた呼量は４０アーランである。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 出回線数が４０回線の回線群について、使用中の回線数を３分ごとに調査したところ、表に

示す結果が得られた。この回線群の調査時間中における出線能率は、 (ウ) パーセントと

みなすことができる。 (２点)

① ５ ② ８ ③ ２０ ④ ２４ ⑤ ５３

調 査 時 刻 9:00 9:03 9:06 9:09 9:12 9:15 9:18 9:21 9:24 9:27 9:30

使用中の回線数 ８ １５ ５ ６ ９ ５ ７ ７ ６ １２ ８

(４) スイッチングハブのフレーム転送方式のうち、宛先アドレスまで受信した時点で直ちにフ

レームの転送を開始する方式は (エ) といわれる。 (２点)

① ストアアンドフォワード ② フラグメントフリー

③ カットアンドスルー ④ スパニングツリー

⑤ フラッディング

(５) ネットワークを構成する機器であるレイヤ２スイッチは、受信したフレームの (オ) を

読み取り、アドレステーブルに登録されているかどうかを検索し、登録されていない場合はア

ドレステーブルに登録する。 (２点)

① 宛先ＭＡＣアドレス ② 送信元ＭＡＣアドレス

③ 宛先ＩＰアドレス ④ 送信元ＩＰアドレス

⑤ マルチキャストアドレス
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第６問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) 検疫ネットワークの実現方式のうち、ネットワークに接続したパーソナルコンピュータ

(ＰＣ)に検疫ネットワーク用の仮のＩＰアドレスを付与し、検査に合格したＰＣに対して社内

ネットワークに接続できるＩＰアドレスを払い出す方式は、一般に、 (ア) 方式といわれ

る。 (２点)

① パーソナルファイアウォール ② ゲートウェイ ③ 認証スイッチ

④ パケットフィルタリング ⑤ ＤＨＣＰサーバ

(２) 電子データの送受信における脅威とその対策について述べた次の二つの記述は、 (イ) 。

(２点)

Ａ 悪意のある第三者によって電子データが不正に変更されていないことを確認するための手

段として、一般に、メッセージ認証が有効とされている。

Ｂ 送信者が、後になって送信の事実を否定したり、内容が改ざんされたと主張することを防

止するための手段として、一般に、電子データの暗号化が有効とされている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 情報システムにおけるセキュリティの調査などに用いられるものとしてログがある。ＵＮＩＸ

系の (ウ) は、リモートホストにログをリアルタイムに送信することができ、ログの転送

には、一般に、ＵＤＰプロトコルを使用している。 (２点)

① ＭＩＢ ② ｓｙｓｌｏｇ ③ イベントログ

④ ＳＮＭＰ ⑤ アプリケーションログ

(４) ネットワーク上での攻撃などについて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ ネットワーク上を流れるＩＰパケットを盗聴して、そこからＩＤやパスワードなどを拾い

出す行為は、ＩＰスプーフィングといわれる。

Ｂ 送信元ＩＰアドレスを詐称することにより、別の送信者になりすまし、不正行為などを行

う手法は、パケットスニッフィングといわれる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) より強固なセキュリティの確保などを目的に、情報通信事業者などが提供する施設に設置さ

れているサーバの一部又は全部を借用して自社の情報システムを運用する形態は、一般に、

(オ) といわれる。 (２点)

① ホスティング ② ハウジング ③ ロードバランシング

④ アライアンス ⑤ システムインテグレーション
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第７問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) アクセス系設備に用いられるメタリック平衡対ケーブルについて述べた次の二つの記述は、

(ア) 。 (２点)

Ａ 心線の撚り合わせ方法の一つである対撚りは、星形カッド撚りと比較して同一心線数にお
よ

けるケーブルの外径を小さくすることができる。

Ｂ 心線間の静電容量を小さくするには、心線導体の被覆に誘電率の小さい絶縁体材料を用い

る方法がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＪＩＳ Ｃ １２０２：２０００回路計において、ＡＡ級のデジタル式テスタの直流電圧測定

における固有誤差は、 (イ) と規定されている。 (２点)

① ±(指示値の０.２％)

② ±(最大表示値の０.２５％)

③ ±(指示値の０.２％＋最大表示値の０.２５％)

④ ±(最大表示値の０.２５％－指示値の０.２％)

⑤ (最大表示値の０.２５％)±(指示値の０.２％)

(３) 図は、アンダーカーペット配線方式によるボタン電話装置の設置工事に用いられる対数が

１０Ｐの通信用フラットケーブルの断面の概略を示したものである。この通信用フラットケー

ブルの対番号８を使用して内線電話機に接続する場合、第１種心線及び第２種心線の絶縁体の

色が (ウ) の対を選定する。 (２点)

① 黄及び白 ② 黄及び茶 ③ 緑及び白 ④ 緑及び茶 ⑤ 赤及び白

(４) デジタル式ＰＢＸの代表着信方式の設定において、代表グループ内の内線がおおむね均等に

利用されるように内線を選択させたい場合は、 (エ) 方式を選定する。 (２点)

① ラウンドロビン ② ストレートライン ③ 順次サーチ

④ シーケンシャル ⑤ ダイレクトインライン

(５) デジタル式ＰＢＸの設置工事終了後に行う機能確認試験について述べた次の二つの記述は、

(オ) 。 (２点)

Ａ コールトランスファ試験では、外線が空いていないときに特殊番号をダイヤルするなどの

操作で外線を予約することにより、外線が空き次第、外線発信ができることを確認する。

Ｂ アッドオン試験では、内線Ａが内線Ｂ又は外線と通話中のとき、内線Ａがフッキングなど

の操作後、内線Ｃを呼び出し、内線Ｃとの通話を確認後、フッキングなどの操作により三者

通話が正常に行われることを確認する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

遮蔽テープ

対番号１

絶縁体

対番号８ 対番号９ 対番号１０

中間被覆

接地線

銅線
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第８問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける工事試験での給電電圧の測定値として、

レイヤ１停止状態で測定したＤＳＵの端末機器側インタフェースのＴ線－Ｒ線間の給電電圧

(ア) ボルトは、ＴＴＣ標準で要求される電圧規格値の範囲内である。 (２点)

① １０ ② ２０ ③ ３０ ④ ４０ ⑤ ５０

(２) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける、ポイント・ツー・マルチポイント構成で

の装置間の配線距離などについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ 延長受動バス配線構成では、短距離受動バス配線構成と異なり、モジュラジャックとＴＥ

との間に、２５メートルまでの長さの延長接続コードの使用が可能である。

Ｂ 短距離受動バス配線構成では、延長受動バス配線構成と異なり、バス上の任意の場所に

ＴＥを接続できる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースのバス配線に用いられる、ＩＳＯ ８８７７に準拠す

るＲＪ－４５のモジュラジャックに対応したモジュラローゼットの回路として正しいものは、

図１～図５のうち、 (ウ) である。ただし、Ｌ１～Ｌ８は配線ケーブルの心線番号、１～

８はモジュラジャックの端子番号、ＴＡ、ＴＢ、ＲＡ及びＲＢは、それぞれＴ線及びＲ線のＡ

線及びＢ線であり、また、図中の直線で示す各配線の交差箇所は接続されていないものとする。

(２点)

① 図１ ② 図２ ③ 図３ ④ 図４ ⑤ 図５

図１ 図２ 図３

図４ 図５

１２３４８ ５６７

ＴＢ ＴＡ

ＲＢ ＲＡ Ｌ２

Ｌ４

Ｌ６

Ｌ８

Ｌ１

Ｌ３

Ｌ５

Ｌ７

１２３４８ ５６７

ＴＢ ＴＡ

ＲＢ ＲＡ

Ｌ２

Ｌ４

Ｌ６

Ｌ８

Ｌ１

Ｌ３

Ｌ５

Ｌ７

１２３４８ ５６７

ＴＢ ＴＡ

ＲＢ ＲＡ

Ｌ２

Ｌ４

Ｌ６

Ｌ８

Ｌ１

Ｌ３

Ｌ５

Ｌ７

１２３４８ ５６７

ＴＢ ＴＡ

ＲＢ ＲＡ

Ｌ２

Ｌ４

Ｌ６

Ｌ８

Ｌ１

Ｌ３

Ｌ５

Ｌ７

１２３４８ ５６７

ＴＢ ＴＡ

ＲＢ ＲＡ Ｌ２

Ｌ４

Ｌ６

Ｌ８

Ｌ１

Ｌ３

Ｌ５

Ｌ７
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(４) ＪＩＳ Ｃ ６８４１：１９９９光ファイバ心線融着接続方法に規定する、光ファイバ心線の

接続方法について述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ 融着接続の準備として、光ファイバのクラッド(プラスチッククラッド光ファイバの場合は

コア)の表面に傷をつけないように、被覆材を完全に取り除き、次に、光ファイバを光ファイ

バ軸に対し９０度の角度で切断する。

なお、光ファイバ端面は、鏡面状で、突起、欠けなどがないようにする。

Ｂ 融着接続は、電極間放電又はその他の方法によって、光ファイバの端面を溶かして接続

する。

なお、融着部には、気泡、異物などがないようにする。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 光ファイバの接続に光コネクタを使用したときの挿入損失を測定する試験方法は、光コネク

タの構成別にＪＩＳで規定されており、プラグ対プラグ(光接続コード)のときの基準試験方法

は、 (オ) である。 (２点)

① 置換え法 ② カットバック法 ③ ワイヤメッシュ法

④ 挿入法(Ｃ) ⑤ 伸長ドラム法

第９問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法に規定するＯＴＤＲ法について述べ

た次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ 短距離測定の場合は、最適な分解能を与えるために、広いパルス幅が必要であり、長距離

測定の場合は、非線形現象の影響のない範囲内で光ピークパワーを小さくすることによって

ダイナミックレンジを大きくすることができる。

Ｂ ＯＴＤＲは、測定分解能及び測定距離のトレードオフを最適化するため、幾つかのパルス

幅と繰返し周波数とを選択できる制御器を備えていてもよい。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１２ビルディング内光配線システムにおける、幹線系

光ファイバケーブル施工時のけん引について述べた次の記述のうち、正しいものは、 (イ)

である。

なお、ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１２は、ＪＩＳ ＴＳ Ｃ ００１７の有効期限切

れに伴い同規格を受け継いで光産業技術振興協会(ＯＩＴＤＡ)が技術資料として策定、公表し

ているものである。 (２点)

① 光ファイバケーブルをけん引する場合で強い張力がかかるときには光ファイバケー

ブルけん引端とけん引用ロープとの接続に撚り返し金物を取り付け、光ファイバケー

ブルのねじれ防止を図る。

② 光ファイバケーブルのけん引速度は、布設の効率性を考慮し、１分当たり３０

メートル以下を目安とする。

③ 光ファイバケーブルのけん引張力が大きい場合、中心にテンションメンバが入っ

ている光ファイバケーブルはケーブルグリップを取り付け、けん引端を作成する。

④ 光ファイバケーブルのけん引張力が大きい場合、中心にテンションメンバが入っ

ていない光ファイバケーブルは、現場付けプーリングアイを取り付ける。

⑤ 光ファイバケーブルのけん引張力が大きい場合、テンションメンバが鋼線のときは、

その鋼線を折り曲げ、鋼線に３回以上巻き付け、ケーブルのけん引端を作成する。
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(３) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６では、図１に示す水平配線設計において、クロスコネクト－

ＴＯモデル、クラスＥのチャネルの場合、機器コード、パッチコード／ジャンパ及びワークエ

リアコードの長さの総和が１４メートルのとき、固定水平ケーブルの最大長は (ウ) メー

トルとなる。ただし、使用温度は２０ ℃ 、コードの挿入損失 dＢ／ｍ は水平ケーブルの挿入

損失 dＢ／ｍ に対して５０パーセント増とする。 (２点)

① ７９.０ ② ８０.５ ③ ８２.０ ④ ８４.５ ⑤ ８６.０

図１

(４) 図２は、ＪＩＳ Ｃ ６８２３:２０１０光ファイバ損失試験方法におけるＯＴＤＲ法による

不連続点での測定波形の例を示したものである。この測定波形の から までの区間は、C E

(エ) のＯＴＤＲでの測定波形を表示している。ただし、ＯＴＤＲ法による測定で必要な

スプライス又はコネクタは、低挿入損失かつ低反射であり、ＯＴＤＲ接続コネクタでの初期反

射を防ぐための反射制御器として光ファイバを使用している。また、測定に用いる光ファイバ

には、マイクロベンディングロスがないものとする。 (２点)

① ダミー光ファイバの入力端からダミー光ファイバの出力端まで

② ダミー光ファイバの出力端から被測定光ファイバの入力端まで

③ ダミー光ファイバの出力端から被測定光ファイバの融着接続点まで

④ 被測定光ファイバの入力端から被測定光ファイバの終端まで

⑤ 被測定光ファイバの融着接続点から被測定光ファイバの終端まで

図２

ＴＯ

ＴＥＣＣＣ ＣＥＱＰ

機器コード
ワークエリアコード

固定水平ケーブル

Ｃ

パッチコード／
ジャンパ

Ｃ ：接続点

チャネル

距 離

Ｏ
Ｔ

Ｄ
Ｒ

　
信

号
レ

ベ
ル

dＢ

雑音レベル
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(５) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６の平衡配線性能において、挿入損失が３.０dＢを下回る周波

数における (オ) の値は、参考とすると規定されている。 (２点)

① 近端漏話減衰量 ② 遠端漏話減衰量 ③ 不平衡減衰量

④ 反射減衰量 ⑤ 伝搬遅延時間差

第１０問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選

び、その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) 図は、メタリックケーブルを用いて電話共用型ＡＤＳＬサービスを提供するための配線設備

の構成例を示す。図中の 箇所について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。a b及び の

(２点)

Ａ 図中の 幹線ケーブルと同じ対数の分岐ケーブルの心線をマルチ接続し、幹線ケーaが、

ブルの心線を下部側に延長している箇所である場合、ここはブリッジタップといわれ、

ＡＤＳＬ信号の伝送品質を低下させる要因となるおそれがある。

Ｂ 図中の 幹線ケーブルにユーザへの引込線を接続し、ユーザへの引込線と接続したbが、

幹線ケーブルの心線の下部側を切断している箇所である場合、ここはブリッジタップといわ

れ、ＡＤＳＬ信号の伝送品質を低下させる要因となるおそれがある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) Ｗｉｎｄｏｗｓのコマンドプロンプトを用いたｔｒａｃｅｒｔコマンドについて述べた次の

二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ ｔｒａｃｅｒｔコマンドは、ＩＰパケットのＴＴＬフィールドを利用し、ＩＣＭＰメッセー

ジを用いることでパスを追跡して、通過する各ルータと各ホップのＲＴＴに関するコマンド

ラインレポートを出力することができる。

Ｂ ｔｒａｃｅｒｔコマンドは、ホストコンピュータの構成情報であるＩＰアドレス、サブネッ

トマスク、デフォルトゲートウェイなどをコマンドラインレポートとして出力することがで

きる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

ケーブル終端

電気通信事業者の装置 分岐ケーブル

ユーザへの引込線

下部側を切断

ケーブル終端

マルチ接続

幹線ケーブル
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(３) 職場の安全活動などについて述べた次の記述のうち、正しいものは、 (ウ) である。

(２点)

① ほう・れん・そう運動は、職場の小単位で現場の作業、設備及び環境をみながら、

あるいはイラストを使用しながら、作業の中に潜む危険要因の摘出と対策について話

し合いをする活動のことである。

② ハインリッヒの１：２９：３００の法則において、３００は骨折などの重傷事故の

件数に対応している。

③ 安全朝礼は、職場単位で行われるツールボックスミーティングの終了後に作業単位

で実施され、作業ごとの安全のポイントなどを確認する活動のことである。

④ 安全パトロール(職場巡視)において留意すべきことは、点検する職場の通常業務に

影響を及ぼさないように、その場で解決できるその場限りの指摘だけに終わらせて完

結し、問題点の背後要因の追跡・調査分析などを後工程として結びつけないことであ

る。

⑤ ５Ｓ活動における清潔とは、整理・整頓・清掃が繰り返され、汚れのない状態を維

持していることをいう。

(４) ＪＩＳ Ｚ ９０２１：１９９８シューハート管理図におけるシューハート管理図の概要につ

いて述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (エ) である。 (２点)

① シューハート管理図は、ほぼ規則的な間隔で工程からサンプリングされたデータを

必要とし、間隔は、時間又は量によって定義してよい。

② シューハート管理図には中心線があり、打点される特性値に対する参照値として用

いられる。統計的管理状態であるかどうかを評価する場合、一般に、参照値には、対

象となるデータの平均値が用いられる。

③ シューハート管理図には、中心線の両側に統計的に求められた二つの管理限界があ

り、打点された統計量の群内母標準偏差をσとすると、管理限界線は、中心線から両

側へ３σの距離にある。

④ シューハート管理図において、統計的管理状態にある場合、管理限界内には近似的

に６８パーセントの打点値が含まれ、この管理限界は警戒限界ともいわれる。

(５) あるプロジェクトを完了するために必要な各作業の所要日数及び順序関係がⓐ～ⓗである

とき、このプロジェクト全体を表すアローダイアグラムにおけるクリティカルパスの所要日数

は、 (オ) 日である。 (２点)

ⓐ 作業Ａは所要日数が４日で、最初に開始する作業である。

ⓑ 作業Ｂは所要日数が２日で、作業Ａの終了後に開始できる。

ⓒ 作業Ｃは所要日数が４日で、作業Ａの終了後に開始できる。

ⓓ 作業Ｄは所要日数が６日で、作業Ｂ及び作業Ｃの終了後に開始できる。

ⓔ 作業Ｅは所要日数が５日で、作業Ｃの終了後に開始できる。

ⓕ 作業Ｆは所要日数が４日で、作業Ｄの終了後に開始できる。

ⓖ 作業Ｇは所要日数が２日で、作業Ｄ及び作業Ｅの終了後に開始できる。

ⓗ 作業Ｈは所要日数が３日で、作業Ｆ及び作業Ｇの終了後に開始でき、作業Ｈが終了する

とプロジェクトは完了する。

① １７ ② １８ ③ １９ ④ ２０ ⑤ ２１
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端末設備の接続に関する法規

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢電気通信事業法｣又

は｢電気通信事業法施行規則｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 電気通信事業法に規定する｢業務の改善命令｣又は｢重要通信の確保｣について述べた次の文章

のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① 総務大臣は、電気通信事業者の業務の方法に関し通信の秘密の確保に支障があると

認めるときは、電気通信事業者に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保するため

に必要な限度において、業務の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずること

ができる。

② 電気通信事業者は、重要通信の円滑な実施を他の電気通信事業者と相互に連携を図

りつつ確保するため、他の電気通信事業者と電気通信設備を相互に接続する場合には、

総務大臣に届け出た業務規程に基づき、重要通信の優先的な取扱いについて取り決め

ることその他の必要な措置を講じなければならない。

③ 電気通信事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれが

あるときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の確保又は秩

序の維持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に取り扱わなければならない。

④ 重要通信を優先的に取り扱わなければならない場合において、電気通信事業者は、

必要があるときは、総務省令で定める基準に従い、電気通信業務の一部を停止するこ

とができる。

(２) 電気通信事業者が利用者から端末設備の接続請求を受けた場合について述べた次の二つの文

章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 電気通信事業者は、利用者から端末設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を

受けたときは、その接続が総務省令で定める技術基準に適合しない場合その他総務省令で定

める場合を除き、その請求を拒むことができない。

Ｂ 総務省令で定める、電気通信事業者が利用者からの端末設備の接続請求を拒める場合とは、

利用者から、端末設備であって電波を使用するもの(別に告示で定めるものを除く。)及び公

衆電話機その他利用者による接続が著しく不適当なものの接続の請求を受けた場合である。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者は、端末設備に異常がある場合その他 (ウ)

に支障がある場合において必要と認めるときは、利用者に対し、その端末設備の接続が総務省

令で定める技術基準に適合するかどうかの検査を受けるべきことを求めることができる。この

場合において、当該利用者は、正当な理由がある場合その他総務省令で定める場合を除き、そ

の請求を拒んではならない。 (４点)

① 電気通信役務の円滑な提供 ② 電気通信業務の的確な遂行

③ 電気通信設備の適正な維持 ④ 電気通信事業の適切な運営

⑤ 電気通信回線設備の効率的な運用



Ｎ－20

(４) 電気通信事業法に規定する｢工事担任者資格者証｣について述べた次の二つの文章は、

(エ) 。 (４点)

Ａ 総務大臣は、工事担任者資格者証の交付を受けようとする者の養成課程で、総務大臣が総

務省令で定める基準に適合するものであることの認定をしたものを受講した者に対し、工事

担任者資格者証を交付する。

Ｂ 総務大臣は、電気通信事業法の規定により工事担任者資格者証の返納を命ぜられ、その日

から２年を経過しない者に対しては、工事担任者資格者証の交付を行わないことができる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 総務大臣は、電気通信事業者が重要通信に関する事項について (オ) していないと認め

るときは、電気通信事業者に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度

において、業務の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることができる。 (４点)

① 技術基準に適合 ② 運用方法を規定 ③ 適切に配慮

④ 管理規程を遵守 ⑤ 他の電気通信事業者と協議

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢工事担任者規則｣、

｢端末機器の技術基準適合認定等に関する規則｣又は｢有線電気通信法｣に規定する内容に照らして

最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の種類及び工事の範囲｣について述べた次の二つの文章

は、 (ア) 。 (４点)

Ａ ＡＩ第二種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事のうち、

端末設備等に収容される電気通信回線の数が５０以下であって内線の数が２００以下のもの

に限る工事を行い、又は監督することができる。また、総合デジタル通信用設備に端末設備

等を接続するための工事のうち、総合デジタル通信回線の数が基本インタフェースで５０以

下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。

Ｂ ＤＤ第二種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事のうち、

接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒６４キロビット(主としてインターネットに

接続するための回線にあっては、毎秒１ギガビット)以下のものに限る工事を行い、又は監督

することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事を

除く。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) 工事担任者規則に規定する｢工事担任者を要しない工事｣及び｢資格者証の交付｣について述べ

た次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 専用設備(特定の者に電気通信設備を専用させる電気通信役務に係る電気通信設備をいう。)

に端末設備等を接続する工事は、工事担任者を要しない工事に該当する。

Ｂ 工事担任者資格者証の交付を受けた者は、端末設備等の接続に関する知識及び技術の向上

を図るように努めなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則に規定する、端末機器の技術基準適合認定番号

について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (ウ) である。 (４点)

① 専用通信回線設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初

の文字は、Ａである。

② アナログ電話用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最

初の文字は、Ｂである。

③ 総合デジタル通信用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号

の最初の文字は、Ｄである。

④ インターネットプロトコル電話用設備に接続される端末機器に表示される技術基準

適合認定番号の最初の文字は、Ｅである。

⑤ インターネットプロトコル移動電話用設備に接続される端末機器に表示される技術

基準適合認定番号の最初の文字は、Ｃである。

(４) 有線電気通信法の｢有線電気通信設備の届出｣において、有線電気通信設備(その設置について

総務大臣に届け出る必要のないものを除く。)を設置しようとする者は、有線電気通信の方式の

別、設備の (エ) 及び設備の概要を記載した書類を添えて、設置の工事の開始の日の２週

間前まで(工事を要しないときは、設置の日から２週間以内)に、その旨を総務大臣に届け出な

ければならないと規定されている。 (４点)

① 使用の態様 ② 接続の方法 ③ 工事の期間

④ 提供の条件 ⑤ 設置の場所

(５) 総務大臣は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、有

線電気通信設備を設置した者に対し、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供

給の確保若しくは秩序の維持のために必要な通信を行い、又はこれらの通信を行うためその有

線電気通信設備を (オ) ことを命ずることができる。 (４点)

① 他の者に使用させ、若しくはこれを他の有線電気通信設備に接続すべき

② 設置した者に調査させ、通信の確保に支障を及ぼす事項を除去すべき

③ 設置した者に検査させ、その設備の改善措置をとるべき

④ 他の者に検査させ、若しくは改造その他の措置をとるべき

⑤ 緊急を要する事項又は安否確認のために行う通信を無償で提供すべき
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① アナログ電話端末とは、端末設備であって、アナログ電話用設備に接続される点に

おいて２線式の接続形式で接続されるものをいう。

② インターネットプロトコル電話端末とは、端末設備であって、インターネットプロ

トコル電話用設備に接続されるものをいう。

③ 総合デジタル通信用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、主として６４キロビット毎秒を単位とするデジタル信号の伝送速度により、符号、

音声その他の音響又は影像を統合して伝送交換することを目的とする電気通信役務の

用に供するものをいう。

④ デジタルデータ伝送用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、デジタル方式により、専ら音響又は影像の伝送交換を目的とする電気通信役務の

用に供するものをいう。

⑤ 通話チャネルとは、移動電話用設備と移動電話端末又はインターネットプロトコル

移動電話端末の間に設定され、主として音声の伝送に使用する通信路をいう。

(２) ｢配線設備等｣について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 配線設備等の電線相互間及び電線の中性点と大地との間の絶縁抵抗は、直流２００ボルト

以上の一の電圧で測定した値で１メガオーム以上でなければならない。

Ｂ 配線設備等と強電流電線との関係については有線電気通信設備令に規定する当該条項に適

合するものでなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 端末設備内において電波を使用する端末設備にあっては、総務大臣が別に告示するものを除

き、使用される無線設備は、 (ウ) 筐体に収められており、かつ、容易に開けることがで
きょう

きないものでなければならない。 (４点)

① 金属製の ② 密閉した ③ 耐震構造の ④ 堅ろうな ⑤ 一の

(４) 責任の分界及び安全性等について述べた次の二つの文章は、 (エ) 。 (４点)

Ａ 分界点における接続の方式は、端末設備を電気通信回線ごとに事業用電気通信設備から容

易に切り離せるものでなければならない。

Ｂ 端末設備の機器の金属製の台及び筐体は、接地抵抗が１０オーム以下となるように接地し

なければならない。ただし、安全な場所に危険のないように設置する場合にあっては、この

限りでない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(５) 安全性等について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (オ) である。 (４点)

① 端末設備は、事業用電気通信設備との間で鳴音(電気的又は音響的結合により生ずる

発振状態をいう。)を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件を満

たすものでなければならない。

② 端末設備の機器は、その電源回路と筐体及びその電源回路と事業用電気通信設備と

の間において、使用電圧が３００ボルト以下の場合にあっては、０.２メガオーム以上

の絶縁抵抗を有しなければならない。

③ 端末設備の機器は、その電源回路と筐体及びその電源回路と事業用電気通信設備と

の間において、使用電圧が７５０ボルトを超える直流及び６００ボルトを超える交流

の場合にあっては、その使用電圧の１.５倍の電圧を連続して２０分間加えたときこれ

に耐える絶縁耐力を有しなければならない。

④ 利用者が端末設備を事業用電気通信設備に接続する際に使用する線路及び保安器そ

の他の機器の評価雑音電力は、絶対レベルで表した値で定常時においてマイナス６４

デシベル以下であり、かつ、最大時においてマイナス５８デシベル以下でなければな

らない。

⑤ 端末設備は、事業用電気通信設備から漏えいする通信の内容を意図的に識別する機

能を有してはならない。

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)規定する内容に照

(１) アナログ電話端末の｢選択信号の条件｣における押しボタンダイヤル信号について述べた次の

文章のうち、正しいものは、 (ア) である。 (４点)

① 低群周波数は、６００ヘルツから９００ヘルツまでの範囲内における特定の四つの

周波数で規定されている。

② 高群周波数は、１,３００ヘルツから１,７００ヘルツまでの範囲内における特定の

四つの周波数で規定されている。

③ ミニマムポーズとは、信号送出時間と休止時間の和の最小値をいう。

④ 周期は、６０ミリ秒以上でなければならない。

⑤ 信号送出時間は、５０ミリ秒以上でなければならない。

(２) アナログ電話端末の｢直流回路の電気的条件等｣について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。

(４点)

Ａ 直流回路を開いているときのアナログ電話端末の直流回路の直流抵抗値は、２メガオーム

以上でなければならない。

Ｂ 直流回路を開いているときのアナログ電話端末の呼出信号受信時における直流回路の静電

容量は、３マイクロファラド以下であり、インピーダンスは、７５ボルト、１６ヘルツの交

流に対して２キロオーム以上でなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 通話の用に供する場合を除き、アナログ電話端末の４キロヘルツまでの送出電力の許容範囲

は、平衡 (ウ) オームのインピーダンスを接続して測定した値を絶対レベルで表した値と

して、平均レベルで－８dＢm以下で、かつ、最大レベルで０dＢmを超えないことと規定されて

いる。 (４点)

① ２００ ② ４００ ③ ６００ ④ ８００ ⑤ １,０００
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(４) 移動電話端末の｢漏話減衰量｣、｢基本的機能｣又は｢発信の機能｣について述べた次の文章のう

ち、誤っているものは、 (エ) である。 (４点)

① 複数の電気通信回線と接続される移動電話端末の回線相互間の漏話減衰量は、

１,５００ヘルツにおいて７０デシベル以上でなければならない。

② 発信を行う場合にあっては、発信を要求する信号を送出するものであること。

③ 通信を終了する場合にあっては、チャネル(通話チャネル及び制御チャネルをいう。)

を切断する信号を送出するものであること。

④ 発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する場合にあっては、電気

通信回線からの応答が確認できない場合選択信号送出終了後３分以内にチャネル(通

話チャネル及び制御チャネルをいう。)を切断する信号を送出し、送信を停止するも

のであること。

⑤ 自動再発信を行う場合にあっては、その回数は２回以内であること。ただし、最初

の発信から３分を超えた場合にあっては、別の発信とみなす。

なお、この規定は、火災、盗難その他の非常の場合にあっては、適用しない。

(５) 総合デジタル通信端末の｢基本的機能｣及び｢アナログ電話端末等と通信する場合の送出電力｣

について述べた次の二つの文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 総合デジタル通信端末は、総務大臣が別に告示する場合を除き、発信又は応答を行う場合

にあっては、呼設定用メッセージを送出する機能を備えなければならない。

Ｂ 総合デジタル通信端末がアナログ電話端末等と通信する場合にあっては、通話の用に供す

る場合を除き、総合デジタル通信用設備とアナログ電話用設備との接続点においてデジタル

信号をアナログ信号に変換した送出電力は、平均レベルで－１０dＢm以下で、かつ、最大レ

ベルで０dＢmを超えてはならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢有線電気通信設備

令｣、｢有線電気通信設備令施行規則｣、｢不正アクセス行為の禁止等に関する法律｣又は｢電子署名

及び認証業務に関する法律｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 有線電気通信設備令に規定する｢線路の電圧及び通信回線の電力｣、｢通信回線の平衡度｣、｢架

空電線の支持物｣又は｢使用可能な電線の種類｣について述べた次の文章のうち、誤っているもの

は、 (ア) である。ただし、通信回線は、導体が光ファイバであるものを除くものとする。

(４点)

① 通信回線の線路の電圧は、１００ボルト以下でなければならない。ただし、電線と

してケーブルのみを使用するとき、又は人体に危害を及ぼし、若しくは物件に損傷を

与えるおそれがないときは、この限りでない。

② 通信回線の電力は、絶対レベルで表わした値で、その周波数が音声周波であるときは、

プラス１０デシベル以下、高周波であるときは、プラス２０デシベル以下でなければ

ならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

③ 通信回線の平衡度は、１,０００ヘルツの交流において３４デシベル以上でなければ

ならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

④ 架空電線の支持物は、その架空電線が他人の設置した架空電線又は架空強電流電線と

交差し、又は接近するときは、他人の設置した架空電線又は架空強電流電線を挟み、

又はこれらの間を通ることがないように設置しなければならない。ただし、その他人

の承諾を得たとき、又は人体に危害を及ぼし、若しくは物件に損傷を与えないように

必要な設備をしたときは、この限りでない。

⑤ 有線電気通信設備に使用する電線は、絶縁電線又は強電流絶縁電線でなければなら

ない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

(２) 有線電気通信設備令に規定する｢架空電線と他人の設置した架空電線等との関係｣及び｢架空電

線の支持物｣について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 架空電線は、架空強電流電線との水平距離がその架空電線若しくは架空強電流電線の支持

物のうちいずれか低いものの高さに相当する距離以下となるときは、総務省令で定めるとこ

ろによらなければ、設置してはならない。

Ｂ 架空電線の支持物には、取扱者が昇降に使用する足場金具等を地表上１.８メートル未満

の高さに取り付けてはならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 有線電気通信設備令施行規則に規定する｢屋内電線と屋内強電流電線との交差又は接近｣に

ついて述べた次の二つの文章は、 (ウ) 。ただし、屋内強電流電線の電圧は低圧の場合と

し、また、屋内強電流電線が３００ボルト以下であって、屋内電線と屋内強電流電線との間に

絶縁性の隔壁を設置する場合、又は屋内強電流電線が絶縁管(絶縁性、難燃性及び耐水性のもの

に限る。)に収めて設置されている場合を除くものとする。 (４点)

Ａ 屋内電線と屋内強電流電線(屋内強電流電線が強電流裸電線の場合を除く。)との離隔距離

は、１０センチメートル以上としなければならない。

Ｂ 屋内強電流電線が強電流裸電線であるとき、屋内電線と屋内強電流電線との離隔距離は、

３０センチメートル以上としなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(４) 不正アクセス行為の禁止等に関する法律の｢アクセス管理者による防御措置｣において、アク

セス制御機能を特定電子計算機に付加したアクセス管理者は、当該アクセス制御機能に係る識

別符号又はこれを当該アクセス制御機能により確認するために用いる符号の適正な管理に努め

るとともに、常に当該アクセス制御機能の (エ) 、必要があると認めるときは速やかにそ

の機能の高度化その他当該特定電子計算機を不正アクセス行為から防御するため必要な措置を

講ずるよう努めるものとすると規定されている。 (４点)

① 機密性を評価し ② 重要性にかんがみ ③ 活用を促進し

④ 有効性を検証し ⑤ 緊急性に応じて

(５) 電子署名及び認証業務に関する法律において、認証業務とは、 (オ) 電子署名について

その業務を利用する者(以下｢利用者｣という。)その他の者の求めに応じ、当該利用者が電子署

名を行ったものであることを確認するために用いられる事項が当該利用者に係るものであるこ

とを証明する業務をいう。 (４点)

① 公的文書に係る ② 不特定多数の者が行う ③ 自らが行う

④ 特定の者に係る ⑤ 公務員が職務上作成した



 

試験問題についての特記事項 

 

(1)  試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2)  問題文及び図中などで使用しているデータは、すべて架空のものです。 

 
(3)  論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4)  試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
       ［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい)  ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい) など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 

(6)  情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 
に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 

 
(7)  試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤  

りだけで誤り文とするような出題はしていません。 
  
(8)  法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9)  法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しなどを表して 

います。また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(   )表記箇所  
の省略や部分省略などしている場合がありますが、(   )表記の省略の有無などだけで正誤を問うような出題は 
していません。 

 
 


